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3.1.2.3 SVM による簡易耐震診断システムの開発 
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(１) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 SVMによる簡易耐震診断システムの開発  

 

(b) 担当者  

所属 役職 氏名 

慶應義塾大学理工学部  助教授 三田 彰  

日本女子大学住居学科  助教授 平田京子  

慶應義塾大学大学院理工学研究科 大学院生 萩原宏美 

 

(c) 業務の目的 

地震被災度の高い既存木造建物に対して、耐震安全性を高めるため、耐震診断技術の開発、耐

震補強指針の開発、行政ならびに市民が容易に理解でき普及可能性の高い耐震補強技術の開発、

耐震補強後の建物についての耐震補強診断技術の開発をおこなう。 

 

(d) 5ヵ年の年次実施計画 

1)平成 14年度： 

サポートベクトルマシン（SVM）を用いた、耐震診断手法の理論的な構築を開始する。また、

現状の住宅の耐震安全性能についての定量的な評価を行い、開発する耐震診断手法の診断結

果の妥当性について検討する。 

 

 2)平成15年度： 

前年度に得られた理論的な成果を基に、SVMを用いた耐震診断システムの開発を開始する。

また、耐震安全性レベルに対するユーザーの要求を定量的に把握するための簡便な手

法について研究する。 

 

 3)平成16年度： 

前年同様の検討を継続するとともに、ワイヤレスで振動データを取得可能な形態センサシス

テムの使用について検討し、２つの振動センサからデータ取得可能なワイヤレスセンサシス

テムを試作する。また、前年度の研究成果に基づいて、携帯端末に搭載可能な診断プログラ

ムを作成する。 

 

 4)平成17年度： 

開発したワイヤレスセンサの妥当性を検証する。また、高密度センサネットワークの設置さ

れた建物に適用して、その精度と適用可能性について確認する。 
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5)平成18年度 

ワイヤレスセンサを用いて取得される診断データおよび診断結果を蓄積する仕組みについて

検討すると共に、結果的に蓄積されたデータベースから、保険や保険デリバティブの設計に

活用可能な有用な情報を抽出するデータマイニングの仕組みについて検討する。 

 

(e) 平成14年度業務目的 

本研究では、損傷の有無とその位置の検知を目的としてサポートベクトルマシン（SVM）

を用いた、耐震診断手法の理論的な構築を開始する。固有振動数の剛性変化に対する感度パタ

ーンをサポートベクトルマシン（SVM）によって識別することにより、せん断型構造物の

損傷層の特定が可能であることを示す。損傷検知に必要な固有振動数は、せん断型建築構

造物の場合、基礎上と最頂部に 1 つずつセンサがあれば精度良く算出可能で、各層すべて

にセンサを設置することなしに、簡便に損傷を検知できるシステム構築が可能となる。単

層損傷に対する学習によって構築した SVM は、複数層の損傷検知にも適用可能なことが

示唆される。また、現状の住宅の耐震安全性能の評価手法についての事例調査を行い、社会的反

応の側面についての検討も行う。 

 

 

(2) 平成 14 年度の成果 

 

(a) 業務の要約 

平成14年度は、次の研究を実施した。 

SVMによる簡易耐震診断システムの開発 (慶應義塾大学 三田彰、萩原宏美 ) 

既存建物の耐震安全性評価事例の分析と社会的反応に関する調査(日本女子大学住居学科 

平田京子) 

 

(ｂ) 業務の実施方法 

 1) SVMによる簡易耐震診断システムの開発  

 せん断構造物を対象として、数少ないセンサから比較的容易に求めることが可能であ

る固有振動数の変化率を特徴ベクトルとして、サポートベクトルマシン（SVM）を構築

し、解析的にその損傷識別能力を検討した。また、小型の模型を製作し、実験的に提案

手法が有効であることを確認した。 

 

2) 既存建物の耐震安全性評価事例の分析と社会的反応に関する調査 

住宅耐震性能の適切な定量的評価手法を模索し、簡便な評価手法の提案に寄与するた

め、本研究では既存建物の評価手法の事例を収集し、分析を行った。 

①ユーザーにとって分かりやすいレベルの評価方法をさぐるための手がかりにする
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ため、これまでの耐震設計レベルに対する社会的反応を文献調査した。特に建物１棟全

体としての評価手法にどのようなものがあるか、その解析手法の特徴は何かなどについ

て広範な文献調査を行い、まとめを行った。 

②大地震を教訓として変化してきたその当時の耐震設計の状況とそれに対する社会的

な反応を世論からさぐった。これには世論を表す新聞記事と雑誌・書籍や研究論文を調

査対象にして文献調査を実施した。 

 

(c) 業務の成果 

 1) SVMによる簡易耐震診断システムの開発  

a) 業務の要約 
 固有振動数の剛性変化に対する感度パターンをサポートベクトルマシン（SVM）によ

って識別することにより、せん断型構造物の損傷層の特定が可能であることを示す。損

傷検知に必要な固有振動数は、せん断型建築構造物の場合、基礎上と最頂部に 1 つずつ

センサがあれば精度良く算出可能で、各層すべてにセンサを設置することなしに、簡便

に損傷を検知できるシステム構築が可能となる。また、単層損傷に対する学習によって

構築した SVM は、複数層の損傷検知にも適用可能なことが示唆される。本研究では、

損傷の有無とその位置の検知を目的として SVM を構築するが、たとえば、特徴ベクト

ルのノルムは損傷の程度に感度を持つ量であり、位置の特定だけでなく、定量評価への

拡張も期待できる。 

航空機やインフラの急速な老朽化が契機となり、構造物の健全性をタイムリーにかつ

正確に把握する構造ヘルスモニタリングシステムに関する研究が盛んに行われている。

こうしたシステムの導入は、メンテナンスコストの低減に直接貢献するだけでなく、劣

化や損傷による事故や災害の可能性を事前に予測することにより、個別の構造物だけで

なく、社会全体にとってのリスク要因を減らすことにもつながる。保険制度と結びつけ

ることで、さらに効果的な仕組みとできる可能性もある 1)。 

健全性を把握するためには、振動や歪み、温度などの物理量を計測し、その値から構

造物の健全性や損傷の指標を推定することが必要となる。代表的な方法としては、構造

物の振動をセンサでとらえ、剛性や減衰を損傷指標として求める方法がある。こうした

推定に用いられる手法は、システム同定手法と呼ばれて、高度な手法も含めて、多くの

研究がある。たとえば、海上油田プラットフォームは、その支持架構が海中深くにあり、

目視等によって確認することが困難なため、固有振動数の変化などによって、損傷を評

価しようとする研究が過去に盛んに行われてきた。また、航空機や自動車の分野で急速

な発展を遂げたモード解析 2)に基づく健全性診断手法にも様々なものが提案されている。

文献 3)に振動現象に基づく手法の主なものについて詳しくまとめられている。 

 いくつかの手法のうち、固有振動数の変化による手法 4)は、損傷に対する感度が低く、

ローカルな損傷検知には向かないとされ、また、MAC・COMAC 解析を踏まえたモード
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形状比較 5)、6)や柔性を用いて損傷位置を特定する研究 7)も、得られた結果から、損傷の

度合いを定量的に評価するには至っていない。 

建築構造物の場合、せん断型の構造システムとしてモデル化することが多く、その場

合、層レベルの損傷をその剛性の低下や減衰の増加によって評価することは合理的であ

る。時間領域での状態方程式表現に基づき、層の剛性と減衰を並列処理によって逐次求

める手法 8), 9)や、各層の振動応答データのフーリエ変換を用いて、周波数領域で静的な

極限を取ることで層剛性および層減衰の評価式を導出する方法 10)などが提案されてい

るが、いずれも多くの階で加速度などの振動データが取得できることが前提となってい

る。しかしながら、層レベルの損傷を求めるために、全層に加速度計を設置するのは、

現時点ではコスト面で引き合わないことが多い。そこで、本研究では、極力少ないセン

サの情報を最大限に利用して、簡便に層レベルの情報を検出する方法について提案する。

必要なデータは、たとえば、構造物の基礎上と最頂部の加速度のみである。このデータ

から固有振動数を求め、健全時の固有振動数と比較して作成される固有振動数変化率ベ

クトルを特徴ベクトルとして、健全性を診断する。特徴ベクトルの識別には、パターン

認識手法の一種であるサポートベクトルマシン 11)を活用した。その手法の概要と適用可

能性について以下に示す。 

 

b) 業務の実施方法 

高い識別能力を持つサポートベクトルマシンと損傷検知との関係についてまず検討

した。そのために、せん断型構造物の損傷と固有振動数の感度関係を解析的に導き、固

有振動数の変化率を特徴ベクトルとするパターン認識手法を構築した。構築したシステ

ムの性能の評価のために、数値モデルによるシミュレーションおよび小型模型実験によ

る十毛的評価を行った。以下に、サポートベクトルマシンについて概説する。 

サポートベクトルマシン(Support Vector Machine、以下 SVM)は、1960年代に Vapnik

らによって提案された超平面による特徴空間の線形分割法に端を発するパターン認識

手法である。線形空間に限定した SVM は特に線形 SVM と呼ばれる。しかし、一般の問

題に対して適用する場合には、線形分離の可能なケースは極めてまれである。その場合、

非線形空間を線形識別可能な高次元空間に写像してから線形 SVM を適用することが数

学的には可能であるが、写像した上で、分割超平面を求める計算量は莫大で、現実的で

はない。1990 年代に入り、この問題を解決するカーネル関数と呼ばれる関数が提案 11)

された。この関数によって、実際の写像空間を意識することなく、線形 SVM とほぼ同

等な手順で SVM 構築が可能となり、適用範囲が大きく広がった。このカーネル関数を

用いて拡張された SVMを非線形 SVMと呼ぶ。その構築手順の概略以下のとおりである。 

 

(i）線形 SVM 

図１に示すように特徴ベクトル xiが重み w を用いて、２クラスに分割することが可能
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0)( >+ bT xw
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であるとする。その分割平面となる超平面は次式で定義される。 

 0)( =+ bi
T xw  (1) 

超平面で分割される領域のどちらにあるかは、 

 ))sgn(()( bf i
T

i += xwx  (2)  

で定義される識別関数の出力の正負で判別される。ただし、分割超平面は、図１中の実

線や破線のように無数に存在し、一意に定まらない。そこで(1)式の値が境界上で１とな

るような制約条件を設ける。 

 1)(min
,...,1

=+
=

bi
T

ni
xw  (3)  

あるいは等価な条件として 

 1))(()( ≥+⋅ bf T
i ixwx  (4)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 超平面による線形識別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 制約条件を課した線形識別 
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とする。その概念を図２に示す。この時、超平面に最も接近する特徴ベクトルつまり、

境界上に存在する特徴ベクトルを、特にサポートベクトルと呼ぶ。超平面から、両側の

サポートベクトルまでの距離（マージン）は、定義から常に 1/∥w∥なので、識別能力

を高めるには、このマージンを最大にする w を選べばよい。線形 SVM の問題は(4)式の

制約条件下、次式を最小化することに帰着する。 

 2

2
1)( ww =d  (5)  

このようなプロセスで分割超平面が決定され、汎用性の高いパターン認識が可能とな

る。ここで定義される SVM は例外なしに特徴ベクトルを分割し、識別誤差がないので

Hard Margin SVM と呼ばれる。  

一方、若干の例外を許容して緩和したものを Soft Margin SVM と呼ぶ。例外を許容

するために(6)式で定義されるスラック変数(Slack Variable)と呼ばれる緩和係数を導入

する。  

 nii ,...,1  ,0 =≥ξ  (6)  

制約条件式(4)は次式のように緩和される。 

 nibf i
T ,...,1 ,1)()( =−≥+⋅ ξxwxi  (7)  

この場合の最小化問題は(7)式の条件の下で、下式を最小にする w を求めることに変更さ

れる。 

 ∑
=

+=
n

i
iCd

1

2

2
1),( ξξ ww  (8)  

この条件は、なるべく例外データを少なくするために、緩和係数の和を小さく、かつ識

別能力を高める w を定めることになる。係数 C は緩和の程度と識別精度とのトレードオ
フを定めるものである。 

 

(ii）非線形 SVM 

 一般的には、線形識別が適用できるケースは少ない。その場合は、図３のように元の

空間（入力空間）を線形 SVM が適用できる高次元空間（特徴空間）へ写像（ ii zxF a: ）

することによって、上記の線形 SVM を適用できる。ただし、そのまま適用すると、途

中で必要となる ( ))F(xF(x) i⋅ を求める計算量が莫大となるため、現実的ではない。ところ

が、Mercer の条件 
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 ( ) ( )ii K xx)F(xF(x) ,=⋅  (9)  

を満たすカーネル関数を用いると、直接入力空間で算出が可能となり、非線形 SVM が

現実的なものとなる。代表的なカーネル関数には次式に示すようなものがある。 

Polynomial 関数 dk )()( ii xx,xx, =  (10)  

Radial Basis 関数 
σ

2)exp(
)( i

i

xx
xx,

−−
=k  (11)  

ここにあげた以外にも数多くのものが存在する。最小化問題は写像された特徴空間で解

くのではなく、これらのカーネル関数を用いて、入力空間で直接解くことが可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 入力空間 写像された特徴空間 元の空間 

図 3 写像を用いた非線形 SVM 

 

c) 業務の成果 

(i）剛性変化と固有振動数の関係に基づく特徴ベクトルの構築 

減衰のない構造物の運動方程式をモード空間で表現すれば、r 次のモードについて次
式で表現できる。 

 [ ] [ ]( ){ } { }02 =+− rr KM φω   (12)  

 [M],  [K]はそれぞれ質量マトリクスおよび剛性マトリクスである。ωr, φrは r 次の固
有振動数および固有モードである。上式を剛性要素 kijで偏微分し、転置した r 次固有モ
ードベクトルを左から乗ずれば、 固有振動数ωrの剛性要素 kijに対する感度は次式とな

る。 

 { } [ ]{ } ),,2,1,,(,
2

1 njir
k
K

k r
ij

T
r

rij

r L=
∂
∂

=
∂
∂

φφ
ω

ω   (13)  

剛性マトリクスの対称性を考慮すれば、結果的に 

 



 88

m1

m2

mN-1

mN

m1

m2

mN-1

mN

k1

k2

kN

k1

k2

kN

 

⎪
⎪
⎩

⎪⎪
⎨

⎧

=

≠
=

∂
∂

ji

ji

k
ir

r

jrir
r

ij

r

,
2

1

,1

2φ
ω

φφ
ωω

  (14)  

と関係づけられる。ここでφirは r次モードの i成分を意味する。高次の項を無視すれば、
固有振動数の変化分∆ωrと剛性要素変化分∆kijとの関係は下式となる 13)。 

 ∑∑
= =

∆
∂
∂

=∆
N

i

N

i
ij

ij

r
r k

k1 1

ω
ω  (15)  

単純化した建築構造物のモデルとして、図４のような n 個の質量 m1, m2, …, mnと n 個
のばね k1, k2, …, knからなるせん断構造物を想定すると、i層のばね kiの変化によって、

剛性要素で変化があるのは kii, k(i-1)(i-1), ki(i-1), k (i-1) iのみとなって、下式のように単純化

される。 

 ( )riiirriir
r

i
r

k
)1(

2
)1(

2 2
2 −− −+
∆

=∆ φφφφ
ω

ω  (16)  

これをωrで除すことにより、振動数の変化率とし、 

 ( )2)1(22 riir
r

i

r

r k
−−

∆
=

∆ φφ
ωω

ω  (17)  

i 層にかかわる固有振動数の変化率ベクトルを下式で定義する。 

 { } ),,2,1(,,,
1

2

1

1 ni
n

niii
i LL =⎥

⎦

⎤
⎢
⎣

⎡ ∆∆∆
=

ω
ω

ω
ω

ω
ω

γ  (18)  

ここで、∆ωriは i 層の剛性変化による r 次固有振動数の変化率である。この固有振動数
の変化率ベクトルとばねの変化には直接相関があるので、この変化率ベクトルを特徴ベ

クトルとしたときに、損傷層を特定可能な固有のパターンを持つことが十分に期待され

る。本論文では、この固有振動数の変化率ベクトルを特徴ベクトルとして、損傷層特定

に用いることが可能かどうかについて検討する。 

 

 

 

 

 

図 4 N 層せん断構造物 
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図 5 各損傷パターンにおける特徴ベクトルの形 

 

図５に５層のせん断構造物を想定し、それぞれの層が損傷によって、元の剛性の 95%, 

85%,…,25%, 15%とした場合の固有振動数変化率ベクトルを算出して示す。固有振動数

変化率ベクトルは、損傷＠パターンごとに特徴的な形状をしており、このベクトルを特

徴ベクトルとすることによって、損傷位置の検出の可能性が十分あることが示唆される。

なお、剛性との感度式において、固有振動数の変化率の２乗とする考え方 14)もある。 
 
(ii）サポートベクトルマシンによる損傷同定 

特徴ベクトルの各要素は一般的には同じ次元であるとは限らず、またその確率的な変

動特性も異なっている。したがって、なんらかの指標に沿って特徴ベクトルの要素を基

準化することが必要となる。実際、サポートベクトルマシン自身のチューニングよりも

特徴ベクトルの基準化の巧拙によって、その認識精度が大きく左右されることも珍しく

ない。 

もっとも簡単なモデルとして、2 層のせん断構造物を想定する。各層の質量および剛

性は同一であるとする。第１層の剛性が元の剛性の 90%, 85%, 80%, 75%,…20%, 15%の

場合について(18)式で定義される固有振動数の変化率ベクトルを算出した。第 2 層につ

いても同様の低減率の場合について算出した。このケースでは特徴ベクトルの要素が 2
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次元であるので、グラフ表示が可能である。図６に基準化をしていない特徴ベクトルを

示す。また、損傷のない場合は固有振動数の変化がないとした。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

図 6 ２層構造物の固有振動数変化率ベクトル 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 バイアスで基準化した特徴ベクトルとサポートベクトル 
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図 8 ノルムで基準化した特徴ベクトルとサポートベクトル 

 

この図から、それぞれの領域が重なっておらず、このまま超平面（この場合は直線）

で領域分割が可能であることが一目で判断される。少なくとも２層モデルの場合、サポ

ートベクトルマシンによる識別は基準化を施していない特徴ベクトルを用いても容易

に可能であるといえる。固有振動数の変化率から層損傷を求めようとする本手法の可能

性が示唆される。固有振動数の変化率ベクトルは無次元量であり、その変動の程度も図

５あるいは図６からわかるように同程度のオーダーである。ここでは、基準化として２

種類について検討した。ひとつはベクトルのバイアス成分を除去するもので、全層の剛

性を一律に低下あるいは増加させることを意味する。一律の増減は、実際には荷重の増

減や温度変化によるものが主と考えられるので、物理的にも合理的な基準化である。バ

イアス成分は、固有振動数変化率ベクトルの最小要素がゼロになるように調整した。そ

の結果を図７に示す。また、その時の線形 SVM による分割平面とそのマージンも示し

た。＋印はマージン上にある特徴ベクトルであるので、この場合のサポートベクトルで

ある。それぞれの特徴ベクトルが直線状に分布しており、結果的に次元が低減されてい

ることがわかる。 

一方、特徴ベクトルを単位のノルム（絶対値）となるように基準化した場合を図 8 に

示す。この場合はすべての特徴ベクトルが単位半径の円周上に分布することになる。多

次元の場合には、超球表面上となり、この場合も次元が２次元から１次元に低減される。

図８に示すようにこの場合のマージンは図７に比べて大きいことがわかる。ただし、こ

れは図６に示されるようにノルムの本来小さな特徴ベクトルを円周上に移動したこと

によって生ずるものであるので、こうした変動の小さな領域のデータの誤差を増幅させ

るおそれもあることに留意が必要である。 
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２層の場合には、線形ＳＶＭの適用が可能であり、バイアスによる基準化、ノルムによ

る基準化の双方とも良いパターン認識が可能であることが示された。しかし、層数が増

えると、特徴ベクトルの次元が上がり、もはや線形ＳＶＭによって精度の高い識別は不

可能となる。ここでは、５層のせん断構造物を例に取り、SVM の構築手順とその検証に

ついて述べる。 

対象とする５層せん断構造物は各層の質量および剛性がすべて同一のものとする。こ

の場合、固有振動数は５次まで存在するので、特徴ベクトルの次元は５次元となる。損

傷の検知は２クラス分類によるものとし、i 層に損傷のある特徴ベクトルとそうでない
ものとを認識する SVM を SVMi と呼ぶこととする。損傷の無い特徴ベクトルを識別す
る SVM は SVM0 とした。したがって、総数６の SVM を構築することになる。最適な

非線形 SVM 構築のため、下記の前提の下に最適化操作を行った。 

・ 特徴ベクトルはバイアスで基準化する。 

・ カーネル関数は(11)式で定義される Radial Basis 関数とする。 

・ 緩和係数を導入する。 

したがって、構築される SVM は非線形 Soft Margin SVM となる。決定すべきパラメ

タは重みを表すパラメタである(8)式の C および(11)式のカーネル関数内のσである。両

者はそれぞれ独立ではなく、誤識別の許容の程度を表すパラメタとなっている。これら

のパラメタは、超平面による識別に対して、誤識別が最も少なくなるように設定した。

識別関数によって学習データが誤識別なく分類でき、かつそれらのデータがマージンの

内部に存在しない確率が高いものを識別精度が良いとした。学習には各層について元の

剛性を 95%から 10%まで 5%ずつ低下させて、各層ごとに１８のモデルを作成した。ま

た、無損傷のケースとして全層とも剛性低下のないケースを付け加えた。つまり、学習

に用いたモデルの数は９１である。 

表１に、各 SVM のパラメータ一覧と交差確認法の一種である l-o-o 法（leave-one-out

交差確認法、データを一つずつ抜き出して最適化を行い、抜き出したデータが正しく識

別される確率を算出する）に基づく精度をξα推定法 15)で算出して示した。 
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表 1 ５層せん断構造物用 SVM のパラメタと識別精度 

SVM σ C l-o-o[%] 

SVM0 60 20 88.5 

SVM5 90 90 81.3 

SVM4 90 80 83.3 

SVM3 90 80 82.3 

SVM2 90 80 86.5 

SVM1 90 80 78.1 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

図 9 ５層用 SVM0 からの出力結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

図 10 ５層用 SVM1～5 からの出力結果 
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学習の確認のために用いたシミュレーションデータは 46 個である。データ No.１は無

損傷を示すゼロベクトル、次の 9 個は 1 層目のみ損傷したとするデータで、剛性を 95%, 

85%,…,15%へと 10%ずつ低下させたものである。以下、５層まで同様なデータを作成

した。対象とする層に損傷がある、つまり剛性が低下していると識別されたもののうち、

マージンの外側のものを白、マージンの内側にあるものを灰色とした。損傷がないか、

あるいは対象層以外に損傷があると識別されたものをマージンの内外の区別なく黒で

示すこととした。図９には SVM0 の出力が示されているが、無損傷の最初のデータのみ

黒の出力となり、その他のデータについてはすべて損傷がどこかにあることを示唆する

出力となっている。出力の大きさは分割超平面からの距離を表していて、１となるとき、

その特徴ベクトルはマージン上にあることを示す。図１０には、その他の SVM からの

出力を示す。すべてのケースについて、当該層に損傷があることを正確に識別しており、

かつ当該層以外に損傷がある場合に誤識別はされていない。損傷のごく小さな領域およ

び損傷が大きな領域について SVM の出力はマージンの内側に入るものの、識別自体は

正確で、固有振動数の変化という比較的算出しやすい指標から損傷位置の特定が十分可

能であることが示された。 

これまでの検討から、損傷が特定の層にのみ発生しているときには、提案された手法

によってその損傷を検知することが十分な精度で可能なことが示された。しかし、実際

の損傷は特定の層にのみ発生することはまれであり、複数の層が同時に損傷し、しかも

その程度に違いがあることが普通である。この場合、すべての損傷の組み合わせについ

て学習用の特徴ベクトルを生成して、複数層の検知に用いるのがもっとも精度が高いと

思われるが、損傷の程度があまり大きくない範囲においては、近似的に各層の損傷程度

の特徴ベクトルに及ぼす影響は加法的であると考えられるので、単層損傷検知のための

SVM によって、複数層の損傷検知に適用できる可能性がある。そこで、複数層損傷の例

として、表２に示すような 3 層目と 5 層目においてそれぞれ損傷程度を変えて組み合わ

せたデータを生成し、単層用の SVM1～5 に入力した。出力結果を図１１に示す。片方

の剛性低下が小さく、他方の剛性低下が大きいときに、誤識別が生じているが、その他

の場合には２つの層の損傷を識別することが可能であることがわかる。 
 

表 2 ３層、５層同時損傷のデータ番号一覧 

5th 
story 
3rd 
story 

0.9k0 0.8k0 0.7k0 0.6k0 0.5k0 

0.9k0 No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 
0.8 k0 No.6 No.7 No.8 No.9 No.10 
0.7k0 No.11 No.12 No.13 No.14 No.15 
0.6k0 No.16 No.17 No.18 No.19 No.20 
0.5k0 No.21 No.22 No.23 No.24 No.25 
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図 11 3 層、5 層同時損傷モデルに対する出力結果 

 
 図１２に示すような、各層高さ 30cm の５層せん断構造試験体を使った実験を行った。

各層は、4 本のリン青銅の板ばねで支持された 30×30×1cm のアルミ平板から成り立っ

ている。試験体は、４本とも厚さ 2.5mm の板ばねを使用した層を健全層、４本のうち、

２本を厚さ 1.5mm の板ばねに置き換えたものを損傷層とした。損傷層の剛性は健全層

の剛性の約 60%である。損傷層を１層から５層まで順番に変更して、SVM からの出力

を調べた。用いた SVM はあらたに学習させたものではなく、4.2 で構築したものと同じ

である。 

 図１２に示すように、実験模型基部をパルス加振して、各層に設置したサーボ型加速

度計により、サンプリング振動数 1kHz で 10 秒間計測した。デシメーションによって

50Hz にリサンプリングした後、１層から５層まで、計測したすべての自由振動波形を

用いて、ERA(Eigensystem Realization Algorithm)法 16)を適用した。この方法により、

１次から５次まで精度よく固有振動数を同定することができた。健全なモデルを No.1、

１層損傷モデルを No.2、以下５層損傷モデルの No.6 まで６つのケースについて(18)式

で定義される固有振動数変化率ベクトルを算出した。これまでの検討と同じく、このベ

クトルからバイアス成分を除去した上で、特徴ベクトルとして各 SVM に入力した。図

１３からわかるように、すべてのケースについて誤診断なく、出力されることが確認さ

れた。 

以上より、固有振動数の剛性変化に対する感度パターンを SVM によって識別するこ

とにより、せん断型構造物の損傷層の特定が可能であることが示された。損傷検知に必

要な固有振動数は、せん断型建築構造物の場合、基礎上と最頂部に 1 つずつセンサがあ

れば精度良く算出可能で、各層すべてにセンサを設置することなしに、簡便に損傷を検
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知できるシステム構築が可能となる。また、単層損傷に対する学習によって構築した

SVM は、複数層の損傷検知にも適用可能なことが示唆された。本研究では、損傷の有無

とその位置の検知を目的として SVM を構築したが、たとえば、特徴ベクトルのノルム

は損傷の程度に感度を持つ量であり、位置の特定だけでなく、定量評価への拡張も期待

できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 12 損傷検知模型実験の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

図 13 実験結果に対する５層用 SVM1～5 からの出力結果 
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2) 既存建物の耐震安全性評価事例の分析と社会的反応に関する調査 

a) 業務の要約 
住宅耐震性能の適切な定量的評価手法を模索し、簡便な評価手法の提案に寄与するた

め、本研究では既存建物の評価手法の事例を収集し、これからの評価手法の手がかりと

する。また今後は住宅ユーザー・オーナーに直接安全性レベルを理解してもらうよう、

設計者が説明責任を果たす必要がある。このことからユーザーにとって分かりやすいレ

ベルの評価方法をさぐるための手がかりにするため、これまでの耐震設計レベルに対す

る社会的反応を調査する。 

まず、建物の定量的な耐震安全性評価手法のうち既存手法にどのようなものがあるか、

また現在建っている建物の安全性評価手法についての全体像を横断的に把握する。特に

建物１棟全体としての評価手法にどのようなものがあるか、その解析手法の特徴は何か

などについて調査を行い、そのまとめを行った。 

次に大地震を教訓として変化してきたその当時の耐震設計の状況とそれに対する社会

的な反応を世論からさぐった。これには世論を表す新聞記事と雑誌・書籍や研究論文を

調査対象にして文献調査を実施した。 

 

建物１棟全体の耐震性能評価はそれほど簡単ではない。現在のところ、こうした建物

全体を評価する耐震安全性能評価手法には、既存建物の耐震診断基準における Is 値が用

いられる。これは耐震安全性能を数値的に把握できるという点で性能グレードの把握に

役立つものである。ただし事務所や商業建築などのいわゆるビルディングなどには適し

ているが、たとえば住宅のように壁量計算だけの構造設計が行われる建物には適用しに

くい。しかし日本の建築物の中で最も多いのは住宅であり、経年劣化などにより地震被

害を受けるリスクが大きい住宅の耐震安全性能を強化しておくことが必要である。また

少なくとも住宅のもつ危険性についてユーザー・オーナーが正確に把握しておくことが

望まれる。そこで、木造や住宅などの小規模な建築物における耐震安全性を簡便に評価

する手法を考察し、なおかつユーザーの理解しやすい指標でユーザーに直接理解しても

らうことをめざして研究することを目的とする。 

まず既存の評価手法の提案を文献から調査し、どのようなものがあるかについて全体

像を把握する。特に建物１棟全体としての評価手法にどのようなものがあるか、その解

析手法の特徴は何かなどについて調査を行い、そのまとめを行った。 

 また２つめの目的として、既往の大地震において当時の設計水準とその問題点はどの

ように情報としてユーザーに伝わり、社会にどう評価されたのかという社会的反応を調

査した。安全性能の評価手法には、これに限るという絶対的な評価手法が存在している

わけではない。そのため大地震の際に建物倒壊や損壊が生じた際の社会的反応から、ユ

ーザーに分かりやすい、安心できる手法を考究する。 
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b) 業務の実施方法 

(i）耐震安全性能評価手法 

文献調査を実施し、1996 年度より５年間程度を対象として以下の文献を中心に解析

例・分析事例を調査した。 

・ 日本建築学会大会学術講演梗概集 

・ 日本建築学会構造系論文集 

・ 日本建築学会各支部研究報告集 

・ 各種国際会議、国内シンポジウムや研究発表会の要旨集 

(ii）耐震安全性に関わる設計レベルや当時の設計手法に対する社会の反応 

  大正時代から 1995 年の兵庫県南部地震までを対象として、次の資料を調査した。 

 ・ 全国規模の新聞紙の地震関連記事全般 

  （朝日新聞、読売新聞、毎日新聞、日経新聞） 

・ 震災時の専門家の意見を見るために当時発行された雑誌類 

・ 書籍、震災誌など 

 

c) 業務の成果 

(i)耐震安全性能評価手法 

建物耐力の定量的評価事例では、建物耐力の平均値および変動係数など、基礎データ

になりうるような応用性のある事例について収集することを意図した。上記文献に掲載

されている全論文の中から、既存建物の耐力および変動係数の調査結果データに関わる

ものを、構造種別ごとに表３にまとめた。 

木造建物では１層せん断力係数の評価が多く、No.4 データが兵庫県南部地震の被害率

に見合う耐力パラメータとして算出されたものである以外は、実在の既存建物の評価と

いえる。一方ＲＣ造でも降伏ベースシア係数で表現されたものが多くなっている。これ

らの結果からみると、耐震安全性能の評価にはベースシア係数が分かりやすく、構造種

別を問わず比較できる指標になることが分かる。その他に、Is 値は研究データの蓄積が

多く、木造を除いては実際の建物のデータが多数集まっている。 

これらの耐震性能指標を用いて、たとえば本研究ではユーザーの要望から目標となる

住宅の耐震安全性レベルについて構造種別を問わず算出するために、図１4 のような手

法を使って、ベースシア係数で耐力と建設地の地震危険度を算出し、ユーザーの要望す

る目標耐震安全性レベルの評価を行うことなどを計画している。この方法では建物１棟

全体を１つの安全性指標で算出でき、設計者には設計指標にそのまま応用でき、ユーザ

ーには分かりやすい形に置き換えて説明することができる。本図のフローの詳細な説明

は、文献 8)を参照されたい。 

今年度の研究においては、２つのヒントが得られた。１つは簡便な設計者用性能指標

としてベースシア係数や Is 値が考えられ、これを木造などに応用する手法を試みること
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である。もう１つはこれをユーザーに分かりやすい指標に置き換え、性能指標を説明で

きるようにすることである。このような２点について、来年度はさらに研究を進める予

定である。 

      表３ 実在建物の耐力に関する統計調査・分析結果 
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          図１４ 目標耐震安全性レベルの算出フロー 
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  (ii）耐震安全性に関わる設計レベルや当時の設計手法に対する社会の反応 

大地震後における社会の反応、すなわち世論を伝える情報メディアとしては、昭和ま

では新聞・ラジオ・雑誌、それ以後は新聞とテレビが中心的であった。そこで新聞をと

りあげ、全国紙４紙（朝日・読売・毎日・日経）において各地震の発生後約２ヶ月間、

地震関連記事が収束するまでを対象に文献調査を行った。 

①関東大地震から戦前まで 

大正時代には関東大地震が発生したが、当時建物の安全性向上の視点での記事はほと

んどなく、耐震安全性に関する世論は高まらなかった。特に火災による被害が著しかっ

たため、火災と地震に対して有効な RC 造の導入に期待が寄せられた。一方、大きな転

機である震度規定の導入や耐震設計が開始されたことは社会からはほとんど関心を向

けられなかった。 

②戦時中の大地震 

続いて東南海地震から南海地震までは、軍事目的で意図的に情報操作が行われた。救

援よりも国民監視に重点が置かれ、地震について語ることを許されず、新聞記事の検閲

は厳重に行われた。被害記事は被害実態がまったく伝わらないきわめて少ない記事量で

あったため、地震に対する社会の関心は低く、情報伝達は途絶したままであった。 

③戦後の大地震 

戦後の大地震では、情報が次第に正確に伝わるようになってきた。社会的反応は地震

や耐震に関する正確な知識の伝達に関心が高まってくるが、その頃には関東大地震や福

井地震、兵庫県南部地震ほどの建物被害が生じないものが多く、ユーザーの関心はあま

り高まらなかったと言える。 

社会的な反応の存在が明確に示されたのは、1981 年の新耐震設計法への改正時である。

これ以上世論を無視できないという改正動機が記事中に見られる。この時期に防災意識

の高まりがあったが、その背景の１つとして大地震の周期説、余震情報をめぐる住民の

パニック事例数例などがあった。しかしこの時には専門家は安全性が十分であると述べ

ており、社会はこれに対する疑問ももたなかった。そのため兵庫県南部地震において安

全神話の崩壊という象徴的な言葉がメディアを通して生まれた。耐震安全性の議論は社

会を通さず、専門家の中でだけ議論されてきたため、社会と専門家との間の距離が遠く

なっていた。 

人命保全に着目した場合、関東大地震から宮城県沖地震までは、悲惨な被害状況に対

する感想的な記事はあっても、生命の確保が重要であることが新聞や雑誌にほとんど取

り上げられていない。あきらめの感情が支配的であると推測され、日本人の昔から培っ

てきた自然に従順な価値観が根底にあったものと推察される。  

戦後になって初めて復旧や被災者の視点での情報が伝わるようになった。情報は正確

に伝わり始めたが、専門家が安全性に問題なしと判断、それ以上の議論がなかった。兵

庫県南部地震では市民の安全性に対する信頼が崩壊したことが明確に示された。現在で
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は、耐震改修事例の増加や、性能表示で構造安全性の性能表示を強く求めるなど、特に

住宅ユーザーの関心は比較的高い状況にある。 

したがって、こうしたユーザーの関心に合わせて、ユーザーにも分かりやすい耐震安

全性能の評価手法を構築することが不可欠である。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

 固有振動数の剛性変化に対する感度パターンを SVM によって識別することにより、せ

ん断型構造物の損傷層の特定が可能であることが示された。損傷検知に必要な固有振動数

は、せん断型建築構造物の場合、基礎上と最頂部に 1 つずつセンサがあれば精度良く算出

可能で、各層すべてにセンサを設置することなしに、簡便に損傷を検知できるシステム構

築が可能となる。また、単層損傷に対する学習によって構築した SVM は、複数層の損傷

検知にも適用可能なことが示唆された。今後、せん断構造物という単純な構造に対して有

効であった本手法を、より現実に近い構造物について検討を進める必要がある。 

設計指標として使われる耐震安全性指標と，社会的反応からみる安全への関心について

の調査結果から、ユーザーの関心を高め、耐震安全性能を向上させるために、ユーザーに

とって直接理解できるような耐震安全性能の評価手法を構築することが不可欠であること

を明らかにした。この点から、今後の課題としてユーザーが考えるわかりやすい安全性指

標とはどのようなものか、設計指標とのすりあわせを今後考察する。また合わせてユーザ

ーの意思決定プロセスの解明、どのような耐震性能ならば満足するのかについて、シミュ

レーションや調査などを行う必要があることがわかった。 
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(3) 平成１５年度業務計画案 

(a) サポートベクトルマシン（SVM）を用いた耐震診断手法の理論的な成果を基に、SVM

を用いた耐震診断システムの開発を開始する。 

(b) 耐震安全性レベルに対するユーザーの要求を定量的に把握するための簡便な手法の開

発を行う。 


